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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電界が作用することにより移動する第１の帯電粒子を有する第１の表示領域と、当該電
界と同じ大きさの電界が作用した際の移動特性が当該第１の帯電粒子とは異なり当該第１
の帯電粒子よりも移動しにくい移動特性を有する第２の帯電粒子を有する第２の表示領域
と、当該第１の表示領域に一部が配置され当該第２の表示領域の他の一部が配置された共
通電極と、当該第１の表示領域に設けられ当該第１の帯電粒子を挟み当該共通電極に対向
配置された第１の対向電極と、当該第２の表示領域に設けられ当該第２の帯電粒子を挟み
当該共通電極に対向配置された第２の対向電極と、を備えた表示パネルと、
　前記表示パネルの前記共通電極と前記第１の対向電極とに対して電圧を印加し当該共通
電極と当該第１の対向電極との間に予め定められた大きさの電界を形成して前記第１の帯
電粒子を移動させるとともに、当該表示パネルの当該共通電極と前記第２の対向電極とに
対して電圧を印加し当該共通電極と当該第２の対向電極との間に当該予め定められた大き
さの電界を形成して前記第２の帯電粒子を移動させる粒子移動手段と、
を備え、
　前記粒子移動手段は、
　前記第１の帯電粒子を移動させ前記第１の表示領域の表示を変更する際、予め定められ
た第１の時間、当該第１の表示領域に前記予め定められた大きさの電界を形成するととも
に、当該電界の形成を行っている際、前記第２の対向電極を前記共通電極と等電位とし、
　前記第２の帯電粒子を移動させ前記第２の表示領域の表示を変更する際、前記第１の時
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間よりも長い第２の時間、前記予め定められた大きさの電界を当該第２の表示領域に形成
するとともに、当該電界の形成を行っている際、前記第１の対向電極を前記共通電極と等
電位とし、
　さらに、前記第１の表示領域および前記第２の表示領域における表示を変更するにあた
り、当該第１の表示領域および当該第２の表示領域のうちの一方の表示領域における表示
の変更を先に行い、次いで、他方の表示領域における表示の変更を行うことを特徴とする
表示装置。
【請求項２】
　前記共通電極と前記第１の対向電極との間には、前記第１の帯電粒子とは逆の極性で帯
電している第３の帯電粒子であって、電界が作用した際の移動特性が当該第１の帯電粒子
とは異なり当該第１の帯電粒子よりも移動しにくい移動特性を有する当該第３の帯電粒子
がさらに設けられ、
　前記共通電極と前記第２の対向電極との間には、前記第２の帯電粒子とは逆の極性で帯
電している第４の帯電粒子であって、電界が作用した際の移動特性が当該第２の帯電粒子
とは異なり当該第２の帯電粒子よりも移動しにくい移動特性を有する当該第４の帯電粒子
がさらに設けられ、
　前記粒子移動手段は、
　前記共通電極および前記第１の対向電極のうちの一方の電極に向けて前記第１の帯電粒
子を移動させ前記第１の表示領域の表示を変更する際、前記第１の時間、前記予め定めら
れた大きさの電界を当該第１の表示領域に形成し、当該一方の電極に向けて前記第３の帯
電粒子を移動させ当該第１の表示領域の表示を変更する際、当該第１の時間よりも長い時
間、当該予め定められた大きさの電界を当該第１の表示領域に形成し、
　前記共通電極および前記第２の対向電極のうちの一方の電極に向けて前記第２の帯電粒
子を移動させ前記第２の表示領域の表示を変更する際、前記第２の時間、前記予め定めら
れた大きさの電界を当該第２の表示領域に形成し、当該一方の電極に向けて前記第４の帯
電粒子を移動させ当該第２の表示領域の表示を変更する際、当該第２の時間よりも長い時
間、当該予め定められた大きさの電界を当該第２の表示領域に形成することを特徴とする
請求項１記載の表示装置。
【請求項３】
　前記粒子移動手段は、
　前記共通電極および前記第１の対向電極に対し、前記第１の時間、電圧を印加すること
で、前記予め定められた大きさの電界を、当該第１の時間、前記第１の表示領域に形成し
、且つ、当該電圧の印加に際し、当該電圧を複数回に分けて印加するとともに当該電圧の
総印加時間が当該第１の時間となるように当該電圧の印加を行い、
　前記共通電極および前記第２の対向電極に対し、前記第２の時間、電圧を印加すること
で、前記予め定められた大きさの電界を、当該第２の時間、前記第２の表示領域に形成し
、且つ、当該電圧の印加に際し、当該電圧を複数回に分けて印加するとともに当該電圧の
総印加時間が当該第２の時間となるように当該電圧の印加を行うことを特徴とする請求項
１記載の表示装置。
【請求項４】
　電界が作用することにより移動する第１の帯電粒子を有する第１の表示領域と、当該電
界と同じ大きさの電界が作用した際の移動特性が当該第１の帯電粒子とは異なり当該第１
の帯電粒子よりも移動しにくい移動特性を有する第２の帯電粒子を有する第２の表示領域
と、当該第１の表示領域に一部が配置され当該第２の表示領域の他の一部が配置された共
通電極と、当該第１の表示領域に設けられ当該第１の帯電粒子を挟み当該共通電極に対向
配置された第１の対向電極と、当該第２の表示領域に設けられ当該第２の帯電粒子を挟み
当該共通電極に対向配置された第２の対向電極と、を備えた表示パネルと、
　前記表示パネルの前記共通電極と前記第１の対向電極とに対して電圧を印加し当該共通
電極と当該第１の対向電極との間に電界を形成して前記第１の帯電粒子を移動させるとと
もに、当該表示パネルの当該共通電極と前記第２の対向電極とに対して電圧を印加し当該
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共通電極と当該第２の対向電極との間に電界を形成して前記第２の帯電粒子を移動させる
粒子移動手段と、
を備え、
　前記粒子移動手段は、
　前記第１の帯電粒子を移動させ前記第１の表示領域の表示を変更する際、前記共通電極
と前記第１の対向電極とに対して第１の大きさの電圧を印加して前記電界の形成を行うと
ともに、当該第１の大きさの電圧の印加を行っている際、前記第２の対向電極を当該共通
電極と等電位とし、
　前記第２の帯電粒子を移動させ前記第２の表示領域の表示を変更する際、前記共通電極
と前記第２の対向電極とに対して前記第１の大きさよりも大きい第２の大きさの電圧を印
加して前記電界の形成を行うとともに、当該第２の大きさの電圧の印加を行っている際、
前記第１の対向電極を当該共通電極と等電位とし、
　さらに、前記第１の表示領域および前記第２の表示領域における表示を変更するにあた
り、当該第１の表示領域および当該第２の表示領域のうちの一方の表示領域における表示
の変更を先に行い、次いで、他方の表示領域における表示の変更を行うことを特徴とする
表示装置。
【請求項５】
　前記共通電極と前記第１の対向電極との間には、前記第１の帯電粒子とは逆の極性で帯
電している第３の帯電粒子であって、電界が作用した際の移動特性が当該第１の帯電粒子
とは異なり当該第１の帯電粒子よりも移動しにくい移動特性を有する当該第３の帯電粒子
がさらに設けられ、
　前記共通電極と前記第２の対向電極との間には、前記第２の帯電粒子とは逆の極性で帯
電している第４の帯電粒子であって、電界が作用した際の移動特性が当該第２の帯電粒子
とは異なり当該第２の帯電粒子よりも移動しにくい移動特性を有する当該第４の帯電粒子
がさらに設けられ、
　前記粒子移動手段は、
　前記共通電極および前記第１の対向電極のうちの一方の電極に向けて前記第１の帯電粒
子を移動させ前記第１の表示領域の表示を変更する際、前記第１の大きさの電圧を、予め
定められた時間、当該共通電極と当該第１の対向電極とに対して印加し、当該一方の電極
に向けて前記第３の帯電粒子を移動させ当該第１の表示領域の表示を変更する際、当該予
め定められた時間よりも長い時間、当該第１の大きさの電圧を当該共通電極と当該第１の
対向電極とに対して印加し、
　前記共通電極および前記第２の対向電極のうちの一方の電極に向けて前記第２の帯電粒
子を移動させ前記第２の表示領域の表示を変更する際、前記第２の大きさの電圧を、予め
定められた時間、当該共通電極と当該第２の対向電極とに対して印加し、当該一方の電極
に向けて前記第４の帯電粒子を移動させ当該第２の表示領域の表示を変更する際、当該予
め定められた時間よりも長い時間、当該第２の大きさの電圧を当該共通電極と当該第２の
対向電極とに対して印加することを特徴とする請求項４記載の表示装置。
【請求項６】
　前記粒子移動手段は、
　前記第１の帯電粒子を移動させ前記第１の表示領域の表示を変更する際、前記共通電極
と前記第１の対向電極とに対して、予め定められた時間、前記第１の大きさの電圧を印加
して前記電界の形成を行うとともに、当該第１の大きさの電圧の印加に際し、当該第１の
大きさの電圧を複数回に分けて印加するとともに当該第１の大きさの電圧の総印加時間が
当該予め定められた時間となるように当該第１の大きさの電圧の印加を行い、
　前記第２の帯電粒子を移動させ前記第２の表示領域の表示を変更する際、前記共通電極
と前記第２の対向電極とに対して、予め定められた時間、前記第２の大きさの電圧を印加
して前記電界の形成を行うとともに、当該第２の大きさの電圧の印加に際し、当該第２の
大きさの電圧を複数回に分けて印加するとともに当該第２の大きさの電圧の総印加時間が
当該予め定められた時間となるように当該第２の大きさの電圧の印加を行うことを特徴と
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する請求項４記載の表示装置。
【請求項７】
　電源部の陽極側に接続される給電線と、当該電源部の陰極側に接続される接地線と、当
該給電線又は当該接地線に電気的に接続される複数の出力端子と、を有したドライバを更
に備え、
　前記粒子移動手段は、
　前記複数の出力端子のうちの前記共通電極に接続された第１の出力端子を前記給電線お
よび前記接地線のうちの一方に接続し、当該複数の出力端子のうちの前記第１の対向電極
に接続された第２の出力端子を当該接地線および当該給電線のうちの他方に接続すること
で、当該共通電極と当該第１の対向電極とに対する電圧の印加を行い、
　前記共通電極に接続された前記第１の出力端子を前記給電線および前記接地線のうちの
一方に接続し、前記複数の出力端子のうちの前記第２の対向電極に接続された第３の出力
端子を当該接地線および当該給電線のうちの他方に接続することで、当該共通電極と当該
第２の対向電極とに対する電圧の印加を行うことを特徴とする請求項１乃至６の何れかに
記載の表示装置。
【請求項８】
　前記第１の帯電粒子および前記第２の帯電粒子は、マイクロカプセルに封入されている
ことを特徴とする請求項１乃至７の何れかに記載の表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気泳動現象等を利用した表示装置等に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　文字や図形などを表示する表示装置として、例えば、スペーサーなどを介して対向配置
された少なくとも一方が透明な一対の電極基板と、帯電粒子を含み電極基板間に封入され
る表示用液と、から構成されたものが知られている（例えば、特許文献１参照）。そして
、この表示装置においては、上記電極基板間に電界を発生させ上記帯電粒子の移動を起こ
すことで所定の表示を可能としている。
　また、表示切換時の泳動特性の違いによる色の不均一表示を回避可能とするため、電気
泳動表示パネルの表示色を切り替える場合、切換時の泳動特性に応じて駆動力を変化させ
た駆動信号を供給する駆動手段を備えた表示装置が提案されている（例えば、特許文献２
参照）。
【０００３】
【特許文献１】米国特許第３６１２７５８号公報
【特許文献２】特開２００７－７９１７０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、例えば、第１の表示領域に第１の帯電粒子が設けられ第２の表示領域に第２
の帯電粒子が設けられている場合において、一方の帯電粒子の移動特性に合わせて電圧を
印加した場合、例えば他方の帯電粒子が十分に移動せず表示品位が低下してしまうおそれ
がある。また、例えば他方の帯電粒子の帯電特性等が変化し表示パネルの短寿命化を招く
おそれもある。
　本発明の目的は、表示パネルにおける表示品位の低下や表示パネルの短寿命化を抑制可
能な表示装置等を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　かかる目的のもと、本発明が適用される表示装置は、第１の帯電粒子を有する第１の表
示領域と、電界が作用した際の移動特性が第１の帯電粒子とは異なる第２の帯電粒子を有
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する第２の表示領域と、第１の表示領域に電界を形成する第１の電界形成手段と、第２の
表示領域に電界を形成する第２の電界形成手段と、を備えた表示パネルと、第１の電界形
成手段に対して第１の電力量にて電力を供給する第１の電力供給手段と、第２の電界形成
手段に対して第１の電力量とは異なる第２の電力量にて電力を供給する第２の電力供給手
段と、を含む。
【０００６】
　ここで、第２の電力供給手段は、第２の帯電粒子が第１の帯電粒子よりも移動しにくい
場合、第１の電力量よりも多い第２の電力量にて電力を供給することを特徴とすることが
できる。また、第１の電力供給手段は、第１の電界形成手段に対し所定の電圧を第１の所
定時間印加することで第１の電力量にて電力を供給し、第２の電力供給手段は、第２の電
界形成手段に対して所定の電圧を第１の所定時間とは異なる第２の所定時間印加すること
で第２の電力量にて電力を供給することを特徴とすることができる。また、第１の電力供
給手段は、所定の電圧の総印加時間が第１の所定時間となるように所定の電圧を第１の電
界形成手段に対して複数回印加し、第２の電力供給手段は、所定の電圧の総印加時間が第
２の所定時間となるように所定の電圧を第２の電界形成手段に対して複数回印加すること
を特徴とすることができる。さらに、第２の帯電粒子が第１の帯電粒子よりも移動しにく
い場合、第２の所定時間は第１の所定時間よりも長く設定されることを特徴とすることが
できる。
【０００７】
　また、第１の電力供給手段は、第１の電界形成手段に対し第１の電圧を印加することで
第１の電力量にて電力を供給し、第２の電力供給手段は、第２の電界形成手段に対して第
１の電圧とは異なる第２の電圧を印加することで第２の電力量にて電力を供給することを
特徴とすることができる。さらに、第２の帯電粒子が第１の帯電粒子よりも移動しにくい
場合、第２の電圧は第１の電圧よりも大きく設定されることを特徴とすることができる。
また、第１の電界形成手段は、第１の表示領域および第２の表示領域の両者に対応して設
けられ表示パネルの表示面側に配置された共通電極と、第１の表示領域に対応して設けら
れ共通電極の対向位置に配置された第１の電極とを用いて電界を形成し、第２の電界形成
手段は、共通電極と、第２の表示領域に対応して設けられ共通電極の対向位置に配置され
た第２の電極とを用いて電界を形成することを特徴とすることができる。
【０００８】
　さらに、電源部の陽極側に接続される給電線と、電源部の陰極側に接続される接地線と
、給電線又は接地線に電気的に接続される複数の出力端子と、を有したドライバを更に備
え、第１の電界形成手段は、第１の表示領域および第２の表示領域の両者に対応して設け
られた共通電極と、第１の表示領域に対応して設けられ共通電極の対向位置に配置された
第１の電極とを用いて電界を形成し、第２の電界形成手段は、共通電極と、第２の表示領
域に対応して設けられ共通電極の対向位置に配置された第２の電極とを用いて電界を形成
し、第１の電力供給手段は、複数の出力端子のうちの共通電極に接続された第１の出力端
子を給電線又は接地線に接続し、複数の出力端子のうちの第１の電極に接続された第２の
出力端子を接地線又は給電線に接続することで電力を供給し、第２の電力供給手段は、共
通電極に接続された第１の出力端子を給電線又は接地線に接続し、複数の出力端子のうち
の第２の電極に接続された第３の出力端子を接地線又は給電線に接続することで電力を供
給することを特徴とすることができる。また、第１の帯電粒子および第２の帯電粒子は、
マイクロカプセルに封入されていることを特徴とすることができる。
【０００９】
　また、本発明を電力供給装置として捉えた場合、本発明が適用される電力供給装置は、
第１の帯電粒子を有する第１の表示領域に電界を形成する第１の電界形成手段と、第２の
帯電粒子を有する第２の表示領域に電界を形成する第２の電界形成手段とを備えた表示パ
ネルに電力を供給する電力供給装置であって、第１の電界形成手段に対して第１の電力量
にて電力を供給する第１の電力供給手段と、第２の電界形成手段に対して第１の電力量と
は異なる第２の電力量にて電力を供給する第２の電力供給手段と、を備える。
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【００１０】
　さらに、本発明を電力供給方法と捉えた場合、本発明が適用される電力供給方法は、第
１の帯電粒子を有する第１の表示領域に電界を形成する第１の電界形成手段と、第２の帯
電粒子を有する第２の表示領域に電界を形成する第２の電界形成手段とを備えた表示パネ
ルに電力を供給する電力供給方法であって、第１の電界形成手段に対して第１の電力量に
て電力を供給し、第２の電界形成手段に対して第１の電力量とは異なる第２の電力量にて
電力を供給する。
【００１１】
　また、本発明をプログラムとして捉えた場合、本発明が適用されるプログラムは、第１
の帯電粒子を有する第１の表示領域に電界を形成する第１の電界形成手段と、第２の帯電
粒子を有する第２の表示領域に電界を形成する第２の電界形成手段とを備えた表示パネル
を制御するコンピュータ装置に、第１の電界形成手段に対して第１の電力量にて電力を供
給し、第２の電界形成手段に対して第１の電力量とは異なる第２の電力量にて電力を供給
する機能を実現させる。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、本発明の構成を採用しない場合に比べ、表示パネルにおける表示品位
の低下や表示パネルの短寿命化を抑制可能な表示装置等を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
―第１の実施形態―
　以下、添付図面を参照して、本発明の第１の実施形態について詳細に説明する。
　図１は、第１の実施形態に係る電気泳動表示装置を示す概略構成図である。
　同図に示す電気泳動表示装置１は、電界の作用により可逆的に視認状態を変化させるこ
とが可能な表示装置である。この電気泳動表示装置１は、電気泳動表示パネル１０と、こ
の電気泳動表示パネル１０を制御する制御装置２０とを備えている。なお、このような電
気泳動表示装置１は、例えば、スーパーマーケット、コンビニエンスストアなどにおいて
使用される電子棚札、時計、カレンダーなどに用いられる。
【００１４】
　詳細は後述するが、電気泳動表示パネル１０は、共通電極１３、画素電極１４、第１の
電気泳動インク１６、第２の電気泳動インク１７などから構成され、文字、数字、図形な
どの表示を行う。
　電力供給装置としても機能する制御装置２０は、ドライバ３０と、制御部４０とを主要
部として備えている。ドライバ３０には、複数のスイッチング部が設けられている。また
、ドライバ３０に対しては、後述する電源部５０から電圧が印加される。制御部４０は、
ＣＰＵ（Central Processing Unit）や、プログラム等が記録されたＲＯＭ（Read Only M
emory）、タイマー等により実現され、ドライバ３０を介し電気泳動表示パネル１０を制
御する。
【００１５】
　次に、電気泳動表示パネル１０およびドライバ３０等について詳細に説明する。
　図２は、電気泳動表示パネル１０およびドライバ３０等を示した図である。なお、本図
では、制御部４０の図示を省略している。
　本実施形態では、上述のとおり電気泳動表示パネル１０およびドライバ３０が設けられ
ており、またドライバ３０に電圧を印加する電源部（直流電源部）５０が設けられている
。ここで、電源部５０は、ドライバ３０における給電線３１および接地線３２（詳細は後
述）に対して電圧を印加する。
【００１６】
　一方、本実施形態における電気泳動表示パネル１０は、電界の向きを制御することによ
り所定の表示を得ることが可能なパネルである。本電気泳動表示パネル１０は、低コスト
、視野角が通常の印刷物並に広い、消費電力が小さい、また、表示のメモリ性を有する等
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の長所を有している。さらに、本電気泳動表示パネル１０は、表示したい文字や絵の形に
パターンニングした電極を用いる所謂セグメント方式を採用している。セグメント方式を
採用した電気泳動表示パネルは、例えば、デジタル時計や、電子棚札などに用いられる。
なお、電子ブック等の高品位表示が求められるものについては、ＴＦＴなどのスイッチン
グ素子を用いたドットマトリクス方式を採用することができる。
【００１７】
　より詳細に説明すると、電気泳動表示パネル１０は、基板１１と、対向基板１２と、共
通電極１３と、複数の画素電極１４ｂ～１４ｅ（以下、「画素電極１４」とも称する）と
を備えている。また、電気泳動表示パネル１０は、白粒子１６ａと黒粒子１６ｂ（第１の
帯電粒子の一例）とが分散した第１の電気泳動インク１６と、白粒子１７ａと赤粒子１７
ｂ（第２の帯電粒子の一例）とが分散した第２の電気泳動インク１７とを備えている。ま
た、電気泳動表示パネル１０は、基板１１と対向基板１２との間にこれら基板間の隙間を
規定値に保つための隙間材（不図示）と、基板１１および対向基板１２の端部に上記第１
の電気泳動インク１６および第２の電気泳動インク１７の外部への漏れだしを防止する封
止材（不図示）とを備えている。さらに、共通電極１３と基板１１との間に、第１の電気
泳動インク１６と第２の電気泳動インク１７との混合を防止する隔壁１５を備えている。
なお、本実施形態では、共通電極１３と画素電極１４ｃとが第１の電界形成手段として機
能し、共通電極１３と画素電極１４ｄとが第２の電界形成手段として機能している。また
、画素電極１４ｃが第１の電極として機能し、画素電極１４ｄが第２の電極として機能し
ている。
【００１８】
　基板１１は、電気泳動表示パネル１０のベースとなる部材であるとともに、画素電極１
４等の部材を支持する機能を有している。
　対向基板１２は、基板１１と同様に電気泳動表示パネル１０のベースとなる部材である
。また、対向基板１２は、第１の電気泳動インク１６および第２の電気泳動インク１７を
挟み、基板１１の対向位置に配置されている。さらに、対向基板１２は、基板１１に所定
の隙間を介して貼着された状態となっている。また、対向基板１２は、共通電極１３等の
部材を支持する機能を有している。
　共通電極１３は、対向基板１２の内面全体にわたり形成されている。また、この共通電
極１３には、ドライバ３０から電圧が印加される構成となっている。
【００１９】
　画素電極１４ｂ～１４ｅの各々は、基板１１の内面に設けられるとともに、互いに隣接
した状態で設けられている。また画素電極１４ｂ～１４ｅには、共通電極１３と同様にド
ライバ３０から電圧が印加される。さらに、画素電極１４ｂ～１４ｅの各々は、表示を行
いたい所定の形にパターンニングされている。ここで、上記隔壁１５は、共通電極１３と
基板１１との間に配置されるとともに、画素電極１４ｃと画素電極１４ｄとの間に設けら
れる。そして、上記第１の電気泳動インク１６は、この隔壁１５よりも画素電極１４ｃ側
に設けられ、第２の電気泳動インク１７は、この隔壁１５よりも画素電極１４ｄ側に設け
られている。
【００２０】
　ここで、電気泳動表示パネル１０においては、少なくとも一方面側が表示面（観測面）
となる。そこで、本実施形態においては、上記対向基板１２および共通電極１３を、光透
過性（透明性）を有する材料により構成し、対向基板１２側を表示面としている。なお、
本実施形態においては、対向基板１２側を表示面とする構成としたが、基板１１および画
素電極１４を、光透過性を有する材料により形成すれば、他方側も表示面とすることがで
きる。また、電気泳動表示パネル１０に対して可撓性が求められる場合、基板１１および
対向基板１２には、フィルム状あるいはシート状の樹脂基板が用いられる。
【００２１】
　基板１１および対向基板１２には、例えば樹脂材料を用いることができる。なお、表示
面側に位置する対向基板１２のように光透過性が要求される場合、ポリエチレンテレフタ
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レート（ＰＥＴ）、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）、ポリカーボネート（ＰＣ）などが
用いられる。
　共通電極１３および画素電極１４には、例えばアルミニウムや銅などの一般的な導電材
料を用いることができる。なお、表示面側に位置する共通電極１３のように光透過性が要
求される場合、例えば、ＩＴＯ（インジウムスズ酸化物）等の導電性酸化物などが用いら
れる。この導電性酸化物は、画素電極１４に対して用いることももちろん可能である。
【００２２】
　第１の電気泳動インク１６は、正に帯電した白粒子（白色粒子）１６ａと、負に帯電し
た黒粒子（黒色粒子）１６ｂと、これらの粒子を分散させる分散媒１６ｃと、を有してい
る。ここで、白粒子１６ａには、酸化チタン等の白色顔料や、白色顔料で白色に着色され
た樹脂粒子等を用いることができる。また、黒粒子１６ｂには、例えばチタンブラック、
カーボンブラック等の黒色顔料や、黒色に着色された樹脂粒子等を用いることができる。
分散媒１６ｃには、電気泳動表示装置に従来から用いられている種々の低誘電率有機溶媒
などを用いることが可能であり、また、分散媒１６ｃには、分散剤や電荷制御剤等の添加
剤が添加されたものを用いることができる。
【００２３】
　第２の電気泳動インク１７は、正に帯電した白粒子（白色粒子）１７ａと、負に帯電し
た赤粒子（赤色粒子）１７ｂと、これらの粒子を分散させる分散媒１７ｃとから構成され
ている。ここで、白粒子１７ａには、酸化チタン等の白色顔料や、白色顔料で白色に着色
された樹脂粒子等を用いることができる。また、赤粒子１７ｂには、例えば、赤色の無機
・有機顔料、または赤色の顔料で着色された樹脂粒子等を用いることができる。なお分散
媒１７ｃには、上記分散媒１６ｃと同様のものを用いることができる。
【００２４】
　本実施形態では、白粒子１６ａと黒粒子１６ｂとを有した第１の電気泳動インク１６に
加え、赤粒子１７ｂを有した第２の電気泳動インク１７が設けられている。このため、白
表示や黒表示に加え赤表示も行うことが可能となり、部分的に赤表示とする所謂パートカ
ラーを実現することができる。
　なお、第１の電気泳動インク１６における白粒子１６ａ、および第２の電気泳動インク
１７における白粒子１７ａには、同一のものを用いることができる。但し、白粒子１６ａ
の帯電状態は、第１の電気泳動インク１６に共に設けられた黒粒子１６ｂの帯電状態に影
響を受ける。また、白粒子１７ａの帯電状態は、第２の電気泳動インク１７に共に設けら
れた赤粒子１７ｂの帯電状態に影響を受ける。このため、黒粒子１６ｂおよび赤粒子１７
ｂの帯電状態が異なる場合には、白粒子１６ａおよび白粒子１７ａの帯電状態も互いに異
なるようになる。
【００２５】
　また、本実施形態では、白粒子１６ａ、黒粒子１６ｂ、白粒子１７ａ、および赤粒子１
７ｂを用いる場合を一例に説明するが、これら粒子は、コントラスト表示可能な範囲で様
々な色の粒子を任意に用いることが可能であり、白と赤、白と青、黄色と黒などのような
組合せとすることもできる。また、本実施形態においては、第１の電気泳動インク１６に
白粒子１６ａと黒粒子１６ｂの２種類の帯電粒子が設けられているが、１種類の帯電粒子
のみを用いることができる。また、第２の電気泳動インク１７についても、１種類の帯電
粒子のみを用いることができる。
【００２６】
　一方、第１の電力供給手段、第２の電力供給手段の一つして機能するドライバ３０は、
内部に、共通電極１３および画素電極１４に電圧を印加する駆動回路３６を備えている。
なお、ドライバ３０には、ＶＦＤ（Vacuum Fluorescent Display：蛍光表示管）ドライバ
やＰＤＰ（Plasma Display Panel：プラズマディスプレイパネル）ドライバ等の市販され
ている高耐圧ドライバを用いることができる。
【００２７】
　ここで、駆動回路３６は、電源部５０の陽極（アノード）側に接続される給電線３１、
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電源部５０の陰極（カソード）側に接続される接地線３２を備えている。また、共通電極
１３および画素電極１４の各々に電気的に接続される複数の出力ライン３４ａ～３４ｅ（
以下、「出力ライン３４」とも称する）を備えている。さらに、各出力ライン３４に対応
して設けられるとともに、出力ライン３４の各々を給電線３１又は接地線３２に電気的に
接続する複数のスイッチング部３３ａ～３３ｅを備えている（以下、「スイッチング部３
３」とも称する。）。ここで、各スイッチング部３３は、電源部５０に対して並列接続さ
れている。
　なお、本実施形態では、上記のとおり、画素電極１４のみならず共通電極１３もドライ
バ３０の出力ライン（出力端子）３４に接続されている。このため、ドライバ３０に対す
る制御を行うだけで、電気泳動表示パネル１０における表示状態を変更することができる
。このため、ドライバ３０の制御に用いる制御プログラムを簡易化することができる。な
お、本実施形態では、出力ライン３４ａが第１の出力端子として機能し、出力ライン３４
ｃが第２の出力端子として機能し、出力ライン３４ｄが第３の出力端子として機能してい
る。
【００２８】
　ここで、スイッチング部３３ａを一例に、各スイッチング部３３について詳細に説明す
る。スイッチング部３３ａは、給電線３１と接地線３２とを、電気的に導通し又は非導通
とする第１の導通/非導通部３７および第２の導通/非導通部３８を備えている。なお、第
１の導通/非導通部３７および第２の導通/非導通部３８は、直列的に接続されている。
【００２９】
　第１の導通/非導通部３７は、給電線３１側に設けられるとともに、アノード側端子Ａ
１、カソード側端子Ｃ１、およびゲート端子Ｇ１の３つの端子を備える３端子素子により
構成されている。ここで、アノード側端子Ａ１は給電線３１に接続され、カソード側端子
Ｃ１は第２の導通/非導通部３８に接続され、また、ゲート端子Ｇ１は、制御部４０（図
１参照）に接続されている。
　第２の導通/非導通部３８は、接地線３２側に設けられるとともに、アノード側端子Ａ
２、カソード側端子Ｃ２、およびゲート端子Ｇ２の３つの端子を備える３端子素子により
構成されている。ここで、アノード側端子Ａ２は第１の導通/非導通部３７におけるカソ
ード側端子Ｃ１に接続され、カソード側端子Ｃ２は接地線３２に接続され、また、ゲート
端子Ｇ２は、制御部４０に接続されている。
【００３０】
　ここで、出力ライン３４ａは、第１の導通/非導通部３７におけるカソード側端子Ｃ１
、第２の導通/非導通部３８におけるアノード側端子Ａ２の両者に電気的に接続されてい
る。
　第１の導通/非導通部３７は、ゲート端子Ｇ１にて制御部４０からの所定信号を受け付
けた場合に、出力ライン３４ａと給電線３１とを、導通状態とし又は非導通状態とする。
また、第２の導通/非導通部３８は、ゲート端子Ｇ２にて制御部４０からの所定信号を受
け付けた場合に、出力ライン３４ａと接地線３２とを、導通状態とし又は非導通状態とす
る。なお、第１の導通/非導通部３７、第２の導通/非導通部３８は、例えば、ＦＥＴ（Fi
eld Effect Transistor）により構成することができる。
【００３１】
　ここで、図３は、従来の電圧印加形態を説明するための図である。
　全体が黒表示および赤表示である状態から、例えば図３（ａ）に示すように全体を白表
示とする場合、従来の印加形態では、例えばスイッチング部３３ａにて出力ライン３４ａ
が接地線３２に接続される。また、スイッチング部３３ｂ，３３ｃ，３３ｄ，３３ｅにて
、出力ライン３４ｂ，３４ｃ，３４ｄ，３４ｅが給電線３１に接続される。この結果、画
素電極１４から共通電極１３に向かう電界が発生し、正に帯電した白粒子１６ａおよび白
粒子１７ａは共通電極１３に向かって移動する。また、負に帯電した黒粒子１６ｂおよび
赤粒子１７ｂは画素電極１４に向かって移動する。この結果、同図に示すように、表示面
側に白粒子１６ａおよび白粒子１７ａが位置し、全体が白表示となる。
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【００３２】
　その後、例えば図３（ｂ）に示すように、画素電極１４ｃに対応した表示領域を黒表示
とし、また画素電極１４ｄに対応した表示領域を赤表示とする場合、スイッチング部３３
ａにて出力ライン３４ａが給電線３１に接続される。また、スイッチング部３３ｃにて出
力ライン３４ｃが接地線３２に接続され、スイッチング部３３ｄにて出力ライン３４ｄが
接地線３２に接続される。一方、表示の変更を行わない領域（表示を維持する領域）に対
応した画素電極１４ｂ、１４ｅに接続された出力ライン３４ｂ，３４ｅは、スイッチング
部３３ｂ，３３ｅにて給電線３１に接続される。
【００３３】
　この結果、共通電極１３から画素電極１４ｃに向かう電界が発生し、画素電極１４ｃに
対応した表示領域においては黒表示がなされる。また、共通電極１３から画素電極１４ｄ
に向かう電界が発生し、画素電極１４ｄに対応した表示領域においては赤表示がなされる
。一方、画素電極１４ｂ，１４ｅは共通電極１３と等電位となり、画素電極１４ｂ，１４
ｅに対応した表示領域においては白表示が維持される。
【００３４】
　なお、本実施形態では、単一の共通電極１３を設ける構成としたが、このように単一と
せず画素電極１４ｂ～１４ｄのように分割して設けることも可能である。即ち、表示面側
においても各表示領域に対応させて電極を複数設ける構成とすることもできる。なお、こ
の場合には、出力ライン３４ａが各表示領域における電極に接続されることとなる。
　ここで、図４は、電気泳動表示パネル１０における表示領域の形成態様を説明するため
の図である。電気泳動表示パネル１０における表示領域には様々な形成態様があり、例え
ば同図に示すように、白粒子１６ａ（図２参照）および黒粒子１６ｂを有する第１の表示
領域２００の周囲に白粒子１７ａおよび赤粒子１７ｂを有する第２の表示領域３００を形
成することもできる。換言すれば、第２の表示領域３００中に第１の表示領域２００を島
状に形成することもできる。
【００３５】
　ここで上記形成態様において、上述のように電極を分割して設けてしまうと、一般的に
は、図４に示すように、第１の表示領域２００における電極２１０が第２の表示領域３０
０を跨ぐように配置されてしまう。この結果、例えば、第１の表示領域２００にて赤表示
を行い、第２の表示領域３００にて白表示を行う場合に、上記第２の表示領域３００を跨
ぐ部分において黒表示がなされてしまう。詳細には、電極２１０のうちの第２の表示領域
３００を跨ぐ部分に対しても電圧が印加され黒粒子１６ｂの移動が起こり、この跨ぐ部分
が黒表示となってしまう。この結果、白表示を行いたい第２の表示領域３００の一部が黒
表示となり、電気泳動表示パネル１０の外観を損なってしまう。このため、表示面側に位
置する電極は分割せず、本実施形態の共通電極１３の態様としておくこと望ましい。
【００３６】
　ところで、白粒子１６ａ、黒粒子１６ｂ、白粒子１７ａ、および赤粒子１７ｂは、帯電
特性、粒径などが各々異なるため、電圧が印加された際の移動特性も各々異なってくる。
このため、一の粒子に対して適切な印加電圧且つ適切な印加時間であったとしても、他の
粒子に対しては不十分な印加電圧であったり不十分な印加時間であったりする場合がある
。また、他の粒子に対しては過剰な印加電圧であったり過剰な印加時間であったりする場
合がある。
【００３７】
　そして、不十分な印加電圧や不十分な印加時間である場合には粒子の移動が十分に行わ
れなくなるため、意図した表示が困難となったり鮮明な表示が困難となったりする場合が
ある。また、過剰な印加電圧や過剰な印加時間である場合には、粒子の帯電特性などが変
化したりし、電気泳動表示パネル１０の寿命が短くなるおそれがある。このため、電圧を
印加する際、粒子に適した電圧（以下、「適切電圧」と称する）を粒子に適した時間（以
下、「適切時間」と称する）印加することが望ましくなる。
【００３８】
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　ここで、本実施形態における白粒子１６ａ、黒粒子１６ｂ、白粒子１７ａ、および赤粒
子１７ｂにおける適切電圧、適切時間は次に示す通りである。なお、これら適切電圧や適
切時間は、様々な印加電圧、印加時間にて表示動作を繰り返すとともに表示状態等を観察
する実験を行うことで見出すことができる。
・白粒子１６ａ…５０Ｖ、０．３秒
・黒粒子１６ｂ…５０Ｖ、０．６秒
・白粒子１７ａ…７０Ｖ、０．４秒
・赤粒子１７ｂ…７０Ｖ、０．７秒
【００３９】
　例えば、上記図３（ａ）のように全体を白表示とする場合において、共通電極１３およ
び画素電極１４に対する印加電圧が５０Ｖであり、印加時間が０．３秒である場合、白粒
子１６ａに対しては適切電圧および適切時間となる。しかしながらこの場合、白粒子１７
ａに対しては不十分な印加電圧且つ不十分な印加時間となる。この結果、白粒子１７ａが
共通電極１３側に十分移動しない状態となり、表示が赤みがかる状態となる。この結果、
光反射率が低下するなど表示品位の低下が生じてしまう。
【００４０】
　また例えば、全体を白表示とする場合において、共通電極１３および画素電極１４に対
する印加電圧が７０Ｖであり、印加時間が０．４秒である場合、白粒子１７ａに対しては
適切電圧および適切時間となる。しかしながらこの場合、白粒子１６ａに対しては過剰な
印加電圧且つ過剰な印加時間となる。この結果、白粒子１６ａの帯電特性等が変化したり
し電気泳動表示パネル１０の寿命が短くなるおそれがある。
【００４１】
　さらに例えば、全体を白表示とする場合において、共通電極１３および画素電極１４に
対する印加電圧を６０Ｖとし、印加時間を０．３５秒とすることもできる。即ち折衷的な
電圧および印加時間とすることもできる。しかしながらこの場合、白粒子１６ａに対して
は過剰な印加電圧且つ過剰な印加時間となる。また、白粒子１７ａに対しては不十分な印
加電圧且つ不十分な印加時間となる。このためこの場合は、表示品位の低下および電気泳
動表示パネル１０の短寿命化を招くおそれがある。
【００４２】
　また、例えば上記図３（ｂ）に示した動作を実行する場合において、共通電極１３およ
び画素電極１４に対する印加電圧が５０Ｖであり、印加時間が０．６秒である場合、黒粒
子１６ｂに対しては適切電圧および適切時間となる。しかしながらこの場合、黒粒子１６
ｂよりも移動しにくい赤粒子１７ｂに対しては不十分な印加電圧且つ不十分な印加時間と
なる。この結果、表示が白みがかり表示品位が低下するおそれがある。
【００４３】
　また、例えば上記図３（ｂ）に示した動作を実行する場合において、共通電極１３およ
び画素電極１４に対する印加電圧が７０Ｖであり、印加時間が０．７秒である場合、赤粒
子１７ｂに対しては適切電圧および適切時間となる。しかしながらこの場合、黒粒子１６
ｂに対しては過剰な印加電圧且つ過剰な印加時間となる。この結果、電気泳動表示パネル
１０の短寿命化を招くおそれがある。
【００４４】
　さらに、例えば上記図３（ｂ）に示した動作を実行する場合において、共通電極１３お
よび画素電極１４に対する印加電圧を６０Ｖとし、印加時間を０．６５秒とすることもで
きる。即ち折衷的な印加電圧および印加時間とすることもできる。しかしながらこの場合
、上記と同様に、表示品位の低下および電気泳動表示パネル１０の短寿命化を招くおそれ
がある。
【００４５】
　そこで、本実施形態では、共通電極１３および画素電極１４に対する電圧の印加形態を
上記従来の印加形態とは異ならせている。ここで、図５は、制御部４０にて実行される処
理を示したフローチャートである。なお、図５は、黒表示および赤表示の状態から図３（
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ａ）のように全体を白表示する場合の処理について示している。ここで、本処理において
、電源部５０から共通電極１３および画素電極１４に対して印加される電圧は、５０Ｖと
なっている。
【００４６】
　制御部４０は、まず出力ライン３４ａ～３４ｅの各々を、給電線３１又は接地線３２に
対して接続する（ステップ１０１）。詳細には、出力ライン３４ａを接地線３２に接続し
、出力ライン３４ｂ，３４ｃを給電線３１に接続する。また、出力ライン３４ｄ，３４ｅ
を接地線３２に接続する。その後、制御部４０は、出力ライン３４ａ～３４ｅの給電線３
１又は接地線３２に対する接続から所定時間（第１の所定時間）経過後、この接続の解除
を行う（ステップ１０２）。詳細には、制御部４０は、上記ステップ１０１の処理の実行
開始から０．３秒後、接続の解除を行う。これにより共通電極１３および画素電極１４に
対する電圧の印加が停止される。なお、本実施形態ではステップ１０１からステップ１０
２にかけて５０Ｖの電圧が０．３秒間連続的に印加されることとなるが、例えば、電圧値
５０Ｖ、印加時間０．１秒（１００ｍｓｅｃ）の電圧を、所定の休止時間をおいて３回印
加する態様とすることもできる。即ち、電圧の総印加時間が０．３秒となるように５０Ｖ
の電圧を複数回印加する態様とすることもできる。
【００４７】
　ステップ１０１の処理が実行されてからステップ１０２の処理が実行されるまでの間、
画素電極１４ｂ，１４ｃから共通電極１３に向かう電界が発生する。これにより、正に帯
電した白粒子１６ａは共通電極１３に向かって移動し、負に帯電した黒粒子１６ｂは画素
電極１４ｂ，１４ｃに向かって移動する。その一方で、画素電極１４ｄ，１４ｅは共通電
極１３と等電位となり、白粒子１７ａおよび赤粒子１７ｂの移動は抑制される。この結果
、まず、画素電極１４ｂ，１４ｃに対応した表示領域において白表示がなされる。この処
理では、白粒子１６ａの移動に際し適切電圧且つ適切時間にて電圧印加が行われる。この
ため、画素電極１４ｂ，１４ｃに対応した表示領域では、白表示の黒みがかりなどを抑制
することができる。
【００４８】
　次に、制御部４０は、出力ライン３４ａ～３４ｅの各々を、給電線３１又は接地線３２
に対して再度接続する（ステップ１０３）。ここでは、出力ライン３４ａを接地線３２に
接続し、出力ライン３４ｂ，３４ｃを接地線３２に接続する。また、出力ライン３４ｄ，
３４ｅを給電線３１に接続する。その後、制御部４０は、出力ライン３４ａ～３４ｅの給
電線３１又は接地線３２に対する接続から所定時間（第２の所定時間）経過後、この接続
の解除を行い（ステップ１０４）、処理を終了する。詳細には、制御部４０は、上記ステ
ップ１０３の処理の実行開始から０．８秒後、接続の解除を行い、処理を終了する。これ
により共通電極１３および画素電極１４に対する電圧の印加が停止される。なお、本実施
形態ではステップ１０３からステップ１０４にかけて５０Ｖの電圧が０．８秒間連続的に
印加されることとなるが、例えば、電圧値５０Ｖ、印加時間０．１秒の電圧を、所定の休
止時間をおいて８回印加する態様とすることもできる。即ち、電圧の総印加時間が０．８
秒となるように５０Ｖの電圧を複数回印加する態様とすることもできる。
【００４９】
　ステップ１０３の処理が実行されてからステップ１０４の処理が実行されるまでの間、
画素電極１４ｄ，１４ｅから共通電極１３に向かう電界が発生する。これにより、正に帯
電した白粒子１７ａは共通電極１３に向かって移動し、負に帯電した赤粒子１７ｂは画素
電極１４ｄ，１４ｅに向かって移動する。その一方で、画素電極１４ｂ，１４ｃは共通電
極１３と等電位となり、白粒子１６ａおよび黒粒子１６ｂの移動は抑制される。この結果
、画素電極１４ｄ，１４ｅに対応した表示領域においても白表示がなされる。なお、白粒
子１７ａの適切電圧、適切時間の一例を、上記にて示したが（７０Ｖ、０．４秒）、例え
ば５０Ｖ、０．８秒も白粒子１７ａの適切電圧、適切時間となる。
【００５０】
　本実施形態では、上記のとおり、ステップ１０３の処理の実行開始から０．８秒後、接
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続の解除を行っている。このため本処理では、白粒子１７ａに対し適切電圧且つ適切時間
にて電圧印加が行われる。この結果、画素電極１４ｄ，１４ｅに対応した表示領域では、
白表示の赤みがかりなどを抑制することができる。また、本処理では、白粒子１７ａを移
動させる際、画素電極１４ｂ，１４ｃと共通電極１３とは等電位となる。このため、白粒
子１６ａおよび黒粒子１６ｂに対し電界が作用しないこととなる。この結果、白粒子１６
ａおよび黒粒子１６ｂの帯電特性等の変化を抑制でき、電気泳動表示パネル１０の短寿命
化を抑制可能となる。
　なお、本実施形態では、上記のとおり、ステップ１０３からステップ１０４にかけて５
０Ｖの電圧が０．８秒印加され、ステップ１０１からステップ１０２にかけて５０Ｖの電
圧が０．３秒印加される。このため、電力量の観点から述べると、上記ステップ１０３か
らステップ１０４にかけて共通電極１３および画素電極１４ｄ，１４ｅに供給される電力
量は、ステップ１０１からステップ１０２にかけて共通電極１３および画素電極１４ｂ，
１４ｃに供給される電力量よりも多い状態となる。
【００５１】
　また、図３（ｂ）に示したように一部を黒表示とし、他の一部を赤表示とする場合も、
本実施形態における制御部４０は、上記ステップ１０１～ステップ１０４に示した処理を
実行する。
　即ち、制御部４０は、まず出力ライン３４ａ～３４ｅの各々を、給電線３１又は接地線
３２に対して接続する（ステップ１０１）。但しここでは、出力ライン３４ａを給電線３
１に接続し、出力ライン３４ｃを接地線３２に接続する。また、出力ライン３４ｂ，３４
ｄ，３４ｅを給電線３１に接続する。その後、制御部４０は、出力ライン３４ａ～３４ｅ
の給電線３１又は接地線３２に対する接続から所定時間経過後、この接続の解除を行う（
ステップ１０２）。但しここでは、ステップ１０１の処理の実行開始から０．６秒後、接
続の解除を行う。これにより共通電極１３および画素電極１４に対する電圧の印加が停止
される。
　なお、本実施形態ではステップ１０１からステップ１０２にかけて５０Ｖの電圧が０．
６秒間連続的に印加されることとなるが、例えば、電圧値５０Ｖ、印加時間０．１秒の電
圧を、所定の休止時間をおいて６回印加する態様とすることもできる。即ち、電圧の総印
加時間が０．６秒となるように５０Ｖの電圧を複数回印加する態様とすることもできる。
【００５２】
　この場合には、共通電極１３から画素電極１４ｃに向かう電界が発生する。これにより
、画素電極１４ｃに対応した表示領域では、負に帯電した黒粒子１６ｂが共通電極１３に
向かって移動する。その一方で、画素電極１４ｂ，１４ｄ，１４ｅは共通電極１３と等電
位となり、これらの画素電極１４に対応した表示領域においては白粒子１６ａ等の移動が
抑制される。この結果、まず、画素電極１４ｃに対応した表示領域（第１の表示領域の一
例）において黒表示がなされる。本処理では、黒粒子１６ｂに対し適切電圧且つ適切時間
にて電圧印加が行われる。このため、画素電極１４ｃに対応した表示領域では、黒表示の
白みがかりなどを抑制することができる。
【００５３】
　次に、制御部４０は、出力ライン３４ａ～３４ｅの各々を、給電線３１又は接地線３２
に対して再度接続する（ステップ１０３）。ここでは、出力ライン３４ａを給電線３１に
接続し、出力ライン３４ｄを接地線３２に接続する。また、出力ライン３４ｂ，３４ｃ，
３４ｅを給電線３１に接続する。
　その後、制御部４０は、出力ライン３４ａ～３４ｅの給電線３１又は接地線３２に対す
る接続から所定時間経過後、この接続の解除を行い（ステップ１０４）、処理を終了する
。ここでは、ステップ１０３の処理の実行開始から０．１４秒後、接続の解除を行い、処
理を終了する。これにより共通電極１３および画素電極１４に対する電圧の印加が停止さ
れる。なお、本実施形態ではステップ１０３からステップ１０４にかけて５０Ｖの電圧が
０．１４秒間連続的に印加されることとなるが、例えば、電圧値５０Ｖ、印加時間０．０
１秒の電圧を、所定の休止時間をおいて１４回印加する態様とすることもできる。即ち、
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電圧の総印加時間が０．１４秒となるように５０Ｖの電圧を複数回印加する態様とするこ
ともできる。
【００５４】
　ステップ１０３の処理が実行されてからステップ１０４の処理が実行されるまでの間、
共通電極１３から画素電極１４ｄに向かう電界が発生する。これにより、負に帯電した赤
粒子１７ｂは共通電極１３に向かって移動し、正に帯電した白粒子１７ａは画素電極１４
ｄに向かって移動する。その一方で、画素電極１４ｂ，１４ｃ，１４ｅは共通電極１３と
等電位となり、これらの画素電極１４に対応した表示領域では白粒子１６ａ等の移動が抑
制される。この結果、画素電極１４ｄに対応した表示領域（第２の表示領域の一例）では
赤表示がなされ、画素電極１４ｂ，１４ｃ，１４ｅに対応した表示領域においては表示が
維持される。なお、赤粒子１７ｂの適切電圧、適切時間の一例を、上記にて示したが（７
０Ｖ、０．７秒）、例えば５０Ｖ、０．１４秒後も赤粒子１７ｂの適切電圧、適切時間と
なる。
【００５５】
　本実施形態では、上記のとおり、ステップ１０３の処理の実行開始から０．１４秒後、
接続の解除を行っている。このため本処理では、赤粒子１７ｂに対して適切電圧且つ適切
時間にて電圧印加が行われる。この結果、画素電極１４ｄに対応した表示領域では、赤表
示の白みがかりなどを抑制することができる。また、本処理では、赤粒子１７ｂを移動さ
せる際、画素電極１４ｂ，１４ｃ，１４ｅと共通電極１３とは等電位となる。このため、
画素電極１４ｂ，１４ｃ，１４ｅに対応した表示領域における白粒子１６ａ等に対しては
電界が作用しないこととなる。このため、これらの表示領域における帯電粒子の帯電特性
等の変化を抑制でき、電気泳動表示パネル１０の短寿命化を抑制可能となる。
　なお、本実施形態では、上記のとおり、ステップ１０３からステップ１０４にかけて５
０Ｖの電圧が０．１４秒印加され、ステップ１０１からステップ１０２にかけて５０Ｖの
電圧が０．６秒印加される。このため、電力量の観点から述べると、上記ステップ１０３
からステップ１０４にかけて共通電極１３および画素電極１４ｄに供給される電力量は、
ステップ１０１からステップ１０２にかけて共通電極１３および画素電極１４ｃに供給さ
れる電力量よりも多い状態となる。
【００５６】
―第２の実施形態―
　ここで、図６は、第２の実施形態における電気泳動表示パネル１０およびドライバ３０
等を示した図である。本図を用い、第２の実施形態について説明する。なお、第１の実施
形態と同様の機能については、同様の符号を用いここではその説明を省略する。
【００５７】
　本実施形態では、電源部５０として、給電線３１および接地線３２に対して第１の電圧
（Ｖｐｐ１）を印加する第１の電源部５１と、給電線３１および接地線３２に対して第２
の電圧（Ｖｐｐ２）を印加する第２の電源部５２とを備えている。なお、本実施形態では
、給電線３１および接地線３２（共通電極１３および画素電極１４）に対し、第１の電源
部５１から５０Ｖが印加され、第２の電源部５２から７０Ｖが印加される状態となってい
る。
【００５８】
　さらに、本実施形態では、給電線３１を第１の電源部５１の陽極（アノード）側に電気
的に接続する第１のスイッチ６１と、給電線３１を第２の電源部５２の陽極側に電気的に
接続する第２のスイッチ６２が設けられている。なお、第１のスイッチ６１および第２の
スイッチ６２のオン／オフ制御は、制御部４０により実行される。ここで、第１のスイッ
チ６１および第２のスイッチ６２は、例えばリレー、フォトモスリレー、ＦＥＴ（Field 
Effect Transistor）などにより構成することができる。なお、本実施形態では、第１の
スイッチ６１、第２のスイッチ６２のオンオフ制御を行うことで、共通電極１３および画
素電極１４に印加する電圧を異ならせるが、電源部５０自体の制御を行うことで共通電極
１３および画素電極１４に印加する電圧を異ならせることもできる。
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【００５９】
　ここで、本実施形態における電気泳動表示装置１の動作について説明する。
　ここで、図７は、制御部４０にて実行される処理を示したフローチャートである。また
、図８は、電気泳動表示装置１の動作について説明するための図である。図６も用い、全
体を白表示とする場合の動作についてまず説明する。
【００６０】
　黒表示および赤表示がなされている状態から全体を白表示とする場合、制御部４０は、
まず給電線３１を第１の電源部５１に接続する（ステップ２０１）。詳細には、第１のス
イッチ６１をオン状態とし、給電線３１を第１の電源部５１に接続する。次いで、制御部
４０は、出力ライン３４ａ～３４ｅの給電線３１又は接地線３２に対する接続を実行する
（ステップ２０２）。詳細には、出力ライン３４ａを接地線３２に接続し、出力ライン３
４ｂ，３４ｃを給電線３１に接続し、出力ライン３４ｄ，３４ｅを接地線３２に接続をす
る。なお、ステップ２０１とステップ２０２とは順序を入れ替えることもできる。
【００６１】
　その後、制御部４０は、出力ライン３４ａ～３４ｅの給電線３１又は接地線３２に対す
る接続から所定時間経過後、この接続の解除を行う（ステップ２０３）。詳細には、上記
ステップ２０２の処理の実行開始から０．３秒後、接続の解除を行う。これにより共通電
極１３および画素電極１４に対する電圧の印加が停止される。なお、共通電極１３および
画素電極１４に対する電圧の印加停止は、第１のスイッチ６１をオフ状態とすることでも
行うことができる。
【００６２】
　ステップ２０２の処理が実行されてからステップ２０３の処理が実行されるまでの間、
画素電極１４ｂ，１４ｃから共通電極１３に向かう電界が発生する。一方で、画素電極１
４ｄ，１４ｅは共通電極１３と等電位となる。この結果、図８（ａ）に示すように、画素
電極１４ｂ，１４ｃに対応した表示領域において白表示がなされる。また、画素電極１４
ｄ，１４ｅに対応した表示領域においては、表示状態が維持される。ここで、共通電極１
３および画素電極１４に印加される電圧は５０Ｖ（第１の電圧の一例）であり、また、電
圧の印加時間は０．３秒である。このため、白粒子１６ａに対しては適切電圧にてまた適
切時間にて電圧が印加されることになる。
【００６３】
　その後、制御部４０は、給電線３１を第２の電源部５２に接続する（ステップ２０４）
。詳細には、制御部４０は、第１のスイッチ６１をオフ状態とした後、第２のスイッチ６
２をオン状態とし、給電線３１を第２の電源部５２に接続する。次いで、制御部４０は、
出力ライン３４ａ～３４ｅの給電線３１又は接地線３２に対する接続を実行する（ステッ
プ２０５）。詳細には、制御部４０は、出力ライン３４ａを接地線３２に接続し、出力ラ
イン３４ｂ，３４ｃを接地線３２に接続し、出力ライン３４ｄ，３４ｅの給電線３１に接
続する。なお、上記ステップ２０４とステップ２０５とは順序を入れ替えることもできる
。
【００６４】
　その後、制御部４０は、出力ライン３４ａ～３４ｅの給電線３１又は接地線３２に対す
る接続から所定時間経過後、この接続の解除を行い（ステップ２０６）、処理を終了する
。詳細には、制御部４０は、上記ステップ２０５の処理の実行開始から０．４秒後、接続
の解除を行い、終了する。これにより共通電極１３および画素電極１４に対する電圧の印
加が停止される。なお、共通電極１３および画素電極１４に対する電圧の印加停止は、第
２のスイッチ６２をオフ状態することでも行うことができる。
【００６５】
　ステップ２０５の処理が実行されてからステップ２０６の処理が実行されるまでの間、
画素電極１４ｄ，１４ｅから共通電極１３に向かう電界が発生する。これにより、正に帯
電した白粒子１７ａは共通電極１３に向かって移動し、負に帯電した赤粒子１７ｂは画素
電極１４ｄ，１４ｅに向かって移動する。また、画素電極１４ｂ，１４ｃは共通電極１３
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と等電位となり、白粒子１６ａおよび黒粒子１６ｂの移動は抑制される。この結果、図８
（ｂ）に示すように、画素電極１４ｄ，１４ｅに対応した表示領域においても白表示がな
され、全体が白表示となる。ここで、第２の電源部５２から共通電極１３および画素電極
１４に印加される電圧の電圧は７０Ｖ（第２の電圧の一例）であり、また、この電圧の印
加時間は０．４秒である。このため、白粒子１７ａに対しては適切電圧にて、また適切時
間にて電圧が印加されることとなる。
　なお、本実施形態では、画素電極１４ｂ，１４ｃに対応した表示領域を先に白表示とし
、その後画素電極１４ｄ，１４ｅに対応した表示領域を白表示としたが、先に画素電極１
４ｄ，１４ｅに対応した表示領域を白表示とし、後に画素電極１４ｂ，１４ｃに対応した
表示領域を白表示とすることもできる。
【００６６】
　本印加態様では、白粒子１６ａに対し適切電圧にてまた適切時間にて電圧の印加が行わ
れる。また、白粒子１７ａに対しても適切電圧にてまた適切時間にて電圧の印加が行われ
る。このため、白表示が黒みがかることや、白表示が赤みがかることなどを抑制でき、表
示品位の低下を抑制することができる。
　なお、本実施形態では、上記のとおり、ステップ２０５からステップ２０６にかけて７
０Ｖの電圧が０．４秒印加され、ステップ２０２からステップ２０３にかけて５０Ｖの電
圧が０．３秒印加される。このため、電力量の観点から述べると、上記ステップ２０５か
らステップ２０６にかけて共通電極１３および画素電極１４ｄ，１４ｅに供給される電力
量は、ステップ２０２からステップ２０３にかけて共通電極１３および画素電極１４ｂ，
１４ｃに供給される電力量よりも多い状態となる。
【００６７】
　次に、一部を黒表示および赤表示とする場合の動作について説明する。
　ここで本実施形態では、一部を黒表示および赤表示とする場合にも、上記ステップ２０
１～２０６と同様の処理が実行される。図６、図７、および図９を用い、一部を黒表示お
よび赤表示とする場合の動作について説明する。ここで、図９は、電気泳動表示装置１の
動作について説明するための図である。
【００６８】
　上記同様、制御部４０は、まず給電線３１を第１の電源部５１に接続する（ステップ２
０１）。詳細には、第１のスイッチ６１をオン状態とし、給電線３１を第１の電源部５１
に接続する。
　次いで、制御部４０は、出力ライン３４ａ～３４ｅの給電線３１又は接地線３２に対す
る接続を実行する（ステップ２０２）。但しここでは、出力ライン３４ａを給電線３１に
接続し、出力ライン３４ｃを接地線３２に接続し、出力ライン３４ｂ，３４ｄ，３４ｅを
給電線３１に接続する。
【００６９】
　その後、制御部４０は、出力ライン３４ａ～３４ｅの給電線３１又は接地線３２に対す
る上記接続から所定時間経過後、この接続の解除を行う（ステップ２０３）。ここでは、
ステップ２０２の処理の実行開始から０．６秒後、接続を解除する。これにより共通電極
１３および画素電極１４に対する電圧の印加が停止される。
　ステップ２０２の処理が実行されてからステップ２０３の処理が実行されるまでの間、
共通電極１３から画素電極１４ｃに向かう電界が発生する。これにより、画素電極１４ｃ
に対応した表示領域では、正に帯電した白粒子１６ａが画素電極１４ｃに向かって移動し
、負に帯電した黒粒子１６ｂが共通電極１３に向かって移動する。また、画素電極１４ｂ
，１４ｄ，１４ｅは、共通電極１３と等電位となるため、これらの画素電極１４に対応し
た表示領域においては表示状態が維持される。
【００７０】
　この結果、図９（ａ）に示すように、画素電極１４ｃに対応した表示領域において、ま
ず黒表示がなされる。ここで、第１の電源部５１から共通電極１３および画素電極１４に
印加される電圧は５０Ｖであり、また、この電圧の印加時間は０．６秒である。このため
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、黒粒子１６ｂに対しては適切電圧にて、また適切時間にて電圧が印加されることとなる
。
【００７１】
　その後、制御部４０は、給電線３１を第２の電源部５２に接続する（ステップ２０４）
。ここでは、制御部４０は、第１のスイッチ６１をオフ状態とした後、第２のスイッ６２
をオン状態とし、給電線３１を第２の電源部５２に接続する。
　次いで、制御部４０は、出力ライン３４ａ～３４ｅの給電線３１又は接地線３２に対す
る接続を実行する（ステップ２０５）。ここでは、出力ライン３４ａを給電線３１に接続
し、出力ライン３４ｄを接地線３２接続し、出力ライン３４ｂ，３４ｃ，３４ｅを給電線
３１に接続する。
【００７２】
　その後、制御部４０は、出力ライン３４ａ～３４ｅの給電線３１又は接地線３２に対す
る接続から所定時間経過後、この接続の解除を行い（ステップ２０６）、処理を終了する
。ここでは、上記ステップ２０５の処理の実行開始から０．７秒後、接続を解除する。こ
れにより共通電極１３および画素電極１４に対する電圧の印加が停止される。
【００７３】
　ステップ２０５の処理が実行されてからステップ２０６の処理が実行されるまでの間、
共通電極１３から画素電極１４ｄに向かう電界が発生する。これにより、画素電極１４ｄ
に対応した表示領域では、負に帯電した赤粒子１７ｂが共通電極１３に向かって移動し、
正に帯電した白粒子１７ａが画素電極１４ｄに向かって移動する。また、画素電極１４ｂ
，１４ｃ，１４ｅは共通電極１３と等電位となり、これらの画素電極１４に対応した表示
領域においては表示状態が維持される。ここで、第２の電源部５２から共通電極１３およ
び画素電極１４に印加される電圧は７０Ｖであり、また、この電圧の印加時間は０．７秒
である。このため、赤粒子１７ｂに対しては適切電圧にてまた適切時間にて電圧が印加さ
れることとなる。
【００７４】
　本印加態様では、黒粒子１６ｂに対し適切電圧にてまた適切時間にて電圧の印加が行わ
れる。また、赤粒子１７ｂに対しても適切電圧にてまた適切時間にて電圧の印加が行われ
る。このため、黒表示が白みがかることや、赤表示が白みがかることを抑制でき、表示品
位の低下を抑制することができる。さらに、上記従来の印加態様に比して帯電特性などの
変化も抑制でき、電気泳動表示パネル１０の短寿命化も抑制できる。
【００７５】
　ここで、本実施形態では、第１の電気泳動インク１６と第２の電気泳動インク１７とが
設けられた構成であったが、例えば、青表示を可能とする第３の電気泳動インクを更に設
けることもできる。さらに、例えば緑表示を可能とする第４の電気泳動インクを設けるこ
ともできる。そしてこの場合は、第３の電源部、第３のスイッチ、第４の電源部、第４の
スイッチを設けることで対応することができる。
　なお、本実施形態では、上記のとおり、ステップ２０５からステップ２０６にかけて７
０Ｖの電圧が０．７秒印加され、ステップ２０２からステップ２０３にかけて５０Ｖの電
圧が０．６秒印加される。このため、電力量の観点から述べると、上記ステップ２０５か
らステップ２０６にかけて共通電極１３および画素電極１４ｄに供給される電力量は、ス
テップ２０２からステップ２０３にかけて共通電極１３および画素電極１４ｃに供給され
る電力量よりも多い状態となる。
【００７６】
―第３の実施形態―
　次に第３の実施形態について説明する。
　図１０は、第３の実施形態における電気泳動表示パネル１０およびドライバ３０を示し
た図である。第１の実施形態および第２の実施形態においては、共通電極１３と画素電極
１４との間に、直接第１の電気泳動インク１６、第２の電気泳動インク１７を設けた。こ
れに対し本第３の実施形態では、第１の電気泳動インク１６、第２の電気泳動インク１７
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をマイクロカプセル１８に封入し、このマイクロカプセル１８を共通電極１３と画素電極
１４との間に配置した構成となっている。なお、第１の実施形態、第２の実施形態と同様
の機能については、同様の符号を用いここではその説明を省略する。
【００７７】
　本実施形態におけるマイクロカプセル１８は、その内部に白粒子１６ａ、黒粒子１６ｂ
、および分散媒１６ｃを保持する機能を有している。また、マイクロカプセル１８は、そ
の内部に白粒子１７ａ、赤粒子１７ｂ、および分散媒１７ｃを保持する機能を有している
。
　そして、白粒子１６ａ等を保持するマイクロカプセル１８は、画素電極１４ｂと共通電
極１３との間、画素電極１４ｃと共通電極１３との間に配置される。また、白粒子１７ａ
等を保持するマイクロカプセル１８は、画素電極１４ｄと共通電極１３との間、画素電極
１４ｅと共通電極１３との間に配置される。なお、本実施形態では、白粒子１７ａ等をマ
イクロカプセル１８内に封入しているため、隔壁１５を設けない構成とすることもできる
。
【００７８】
　マイクロカプセル１８に用いられる材料としては、例えば、ポリウレタン、ポリ尿素、
ポリ尿素－ポリウレタン、尿素－ホルムアルデヒド樹脂、メラミン－ホルムアルデヒド樹
脂、ポリアミド、ポリエステル、ポリスルホンアミド、ポリカーボネート、ポリスルフィ
ネート、エポキシ、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステル、酢酸ビニル、ゼラチン
が挙げられる。なお、マイクロカプセル１８は、例えば、in-situ重合法、界面重合法、
コアセルベーション法等により調製することができる。
　共通電極１３および画素電極１４に電圧を印加すると、マイクロカプセル１８の内部に
封入された白粒子１６ａ、黒粒子１６ｂ、白粒子１７ａ、および赤粒子１７ｂが移動し、
第１の実施形態、第２の実施形態と同様、表示面に黒表示、白表示、赤表示を行うことが
できる。
【００７９】
　なお、上記第１の実施形態、第２の実施形態で示したような処理を実行するプログラム
は、記憶媒体、プログラム伝送装置の形態とすることもできる。すなわち、コンピュータ
装置に実行させるプログラムを、ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ、メモリ、ハードディスク等の記
憶媒体に、コンピュータ装置が読み取り可能に記憶させることができる。また、プログラ
ムを記憶させたＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ、メモリ、ハードディスク等の記憶手段と、この記
憶手段からプログラムを読み出し、プログラムを実行する装置側に、コネクタ、あるいは
インターネットやＬＡＮ等のネットワークを介してプログラムを伝送する伝送手段とを備
えるプログラム伝送装置とすることもできる。これ以外にも、本発明の主旨を逸脱しない
限り、上記実施の形態で挙げた構成を取捨選択したり、他の構成に適宜変更したりするこ
とが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００８０】
【図１】第１の実施形態に係る電気泳動表示装置を示す概略構成図である。
【図２】電気泳動表示パネルおよびドライバ等を示した図である。
【図３】従来の電圧印加形態を説明するための図である。
【図４】電気泳動表示パネルにおける表示領域の形成態様を説明するための図である。
【図５】制御部にて実行される処理を示したフローチャートである。
【図６】第２の実施形態における電気泳動表示パネルおよびドライバ等を示した図である
。
【図７】制御部にて実行される処理を示したフローチャートである。
【図８】電気泳動表示装置の動作について説明するための図である。
【図９】電気泳動表示装置の動作について説明するための図である。
【図１０】第３の実施形態における電気泳動表示パネルおよびドライバを示した図である
。
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【符号の説明】
【００８１】
１０…電気泳動表示パネル、１３…共通電極、１４ｃ，１４ｄ…画素電極、１６ｂ…黒粒
子、１７ｂ…赤粒子、１８…マイクロカプセル、２０…制御装置、３０…ドライバ、３１
…給電線、３２…接地線、３４ａ，３４ｃ，３４ｄ…出力ライン、４０…制御部

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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